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令和７年度監査等執行計画 

 

令和６年12月23日 

鳥取県監査委員決定 

 

鳥取県監査規程（昭和42年鳥取県監査委員告示第１号）第３条の規定に基づき、令和７年度に実

施する監査（令和６年度内に実施する令和６年度決算に係る定期監査を含む。）、検査及び審査

（以下「監査等」という。）の執行計画を次のとおり定める。 

なお、年間の計画は別紙１「令和７年度監査等執行計画表」のとおりとし、監査対象機関毎の実

施日程は前月の末日までに定め、関係機関に通知する。 

 

１ 業務適正化評価報告書審査 

（１）実施時期 

審査書類が審査に付された日から令和７年11月までの間 

 

（２）実施箇所 

総務部行政監察・法人指導課、総務部行政体制整備局行財政改革推進課 

 

（３）方法 

実地監査 

 

（４）範囲 

令和６年度 

ただし、監査委員が必要と認める場合は、その他の年度についても対象とする。 

 

（５）重点事項 

特に定めない。 

 

２ 定期監査 

（１）実施時期 

ア 本監査 

  令和７年３月から９月までの間 

イ 報告書提出 

 令和７年11月 

 

（２）実施箇所 

別紙２「令和７年に実施する定期監査機関一覧」のとおりとする。 
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【 監査対象機関数及び監査実施機関数 】 

区  分 
監査対象 

機関数(A) 

監査実施 

機関数(B) 

本監査の内訳 B/A 

(%) 

C/B 

(%) 実地監査(C) 書面監査 

知 事 部 局 159(157) 159(157) 53( 58) 106(99) 100 33 

企 業 局 3(  3) 3(  3) 1(  3) 2(  0) 100 33  

病 院 局 3(  3) 3(  3) 2(  3) 1(  0) 100 67 

教 育 委 員 会 49( 50) 49( 50) 11( 13) 38( 37) 100 22 

警 察 本 部 10( 10) 10( 10) 3(  3) 7(  7) 100 30 

委 員 会 等 3(  3) 3(  3) 1(  1) 2(  2) 100 33 

県議会事務局 1(  1) 1(  1) 0(  1) 1(  0) 100 0 

計 228(227) 228(227) 71( 82) 157(145) 100 31 

注１ 機関数は、総合事務所の各局をそれぞれ１機関としている。 

２ 財務に関して指定管理者制度を導入している機関は、監査対象機関から除いている。 

３ （ ）は、令和６年度に実施した機関数である。 

 

（３）方法 

別紙２「令和７年に実施する定期監査機関一覧」のとおりとする。（添付は省略） 

また、監査の結果に関し、必要な事案については関係部局長と協議する。 

 

（４）範囲 

令和６年度 

ただし、監査委員が必要と認める場合は、その他の年度についても対象とする。 

 

（５）重点事項 

「物品の管理」とする。実施方法等については別に定める。 

 

３ 財政的援助団体等監査 

（１）実施時期 

ア 本監査 

 令和７年10月から11月までの間 

ただし、地方公営企業法の適用事業に係る指定管理者については、令和７年７月 

  イ 報告書提出 

 令和８年１月 

 

（２）実施箇所 

原則として次の考え方に基づき、業務内容や運営の実態等から適時性も勘案して別に定め

る。 

 

ア 出資団体 

県の出資割合が1/4以上の団体を対象として、原則として３年に１回監査を行う。 

ただし、指定管理者（県が設置した公の施設を管理する団体）となっている出資団体等必

要があると認める一部の団体は、２年に１回監査を行う。 

 

イ 公の施設の指定管理者 
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指定管理者の全てを対象として、原則として３年に１回監査を行う。 

ただし、必要があると認める団体については、２年に１回監査を行う。 

なお、みなとさかい交流館の指定管理者である境港管理組合については対象から除く。 

 

ウ 補助金等交付団体 

原則として、過去の監査の実施状況等を勘案して、抽出し監査を行う。また、県が損失補

償等を行っている団体を対象として、抽出し監査を行う。 

※ 補助金等とは、補助金、交付金、負担金、貸付金及び利子補給金をいう。 

 

（３）方法 

原則として実地監査とし、別に定める。 

また、監査の結果に関し、特に必要があるときは関係部局長と協議する。 

 

（４）範囲 

令和６年度 

ただし、監査委員が必要と認める場合は、その他の年度についても対象とする。 

 

（５）重点事項 

特に定めない。 

 

４ 決算審査 

（１）実施時期 

ア 普通会計 

審査書類が審査に付された日から令和７年11月までの間 

 

イ 企業会計 

審査書類が審査に付された日から令和７年８月までの間 

 

（２）実施箇所 

ア 普通会計 

会計管理部会計指導課 

 

イ 企業会計 

生活環境部自然共生社会局水環境保全課、企業局、病院局 

 

（３）方法 

各監査対象機関の決算状況の審査については、本庁機関の定期監査等の際に併せて行う。 

ア 普通会計 

実地監査 

 

イ 企業会計 

実地監査 

 

（４）範囲 

令和６年度 
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（５）重点事項 

特に定めない。 

 

５ 例月現金出納検査 

（１）範囲、実施時期及び方法 

範囲 実施時期 
実地検査 

普通会計 企業会計 病院事業会計 
天神川流域下

水道事業会計 

令和７年２月 令和７年４月 書面 書面 書面 書面 

３月 ５月 書面 書面 書面 書面 

４月 ６月 書面 書面 書面 書面 

５月 ７月 書面 ○ ○ 書面 

６月 ８月 ○ 書面 書面 書面 

７月 ９月 書面 書面 書面 書面 

８月 10月 書面 書面 書面 書面 

９月 11月 書面 ○ ○ ○ 

10月 12月 書面 書面 書面 書面 

11月 令和８年１月 書面 書面 書面 書面 

12月 ２月 書面 書面 書面 書面 

令和８年１月 ３月 書面 ○ ○ 書面 

   ※実地検査欄の「○」は実地検査、「書面」は書面検査を示す。 

 

（２）実施箇所 

ア 普通会計 

会計管理部会計指導課 

 

イ 企業会計 

生活環境部自然共生社会局水環境保全課、企業局、病院局 

 

（３）重点事項 

特に定めない。 

 

６ 基金運用状況審査 

（１）実施時期 

審査書類が審査に付された日から令和７年11月までの間 

 

（２）実施箇所 

ア 鳥取県土地開発基金 

総務部行政体制整備局行財政改革推進課 

 

イ 鳥取県市町村資金貸付基金 

地域社会振興部市町村課 
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ウ 鳥取県美術品取得基金 

教育委員会事務局博物館 

 

（３）方法 

書面監査 

 

（４）範囲 

令和６年度 

 

（５）重点事項 

特に定めない。 

 

７ 健全化判断比率等審査 

（１）実施時期 

審査書類が審査に付された日から令和７年11月までの間 

 

（２）実施箇所 

ア 健全化判断比率 

政策政略本部財政課 

 

イ 資金不足比率 

生活環境部自然共生社会局水環境保全課、農林水産部水産振興局水産振興課、県土整備部

河川港湾部港湾課、企業局、病院局 

 

（３）方法 

原則として実地監査 

 

（４）範囲 

令和６年度 

 

（５）重点事項 

特に定めない。 

 

８ その他の監査 

（１）行政監査 

別に定める。 

 

（２）その他の監査 

随時監査、公金の収納又は支払の事務に係る監査、直接請求による監査、議会の請求による

監査、知事の要求による監査、住民の請求による監査及び職員の賠償責任に係る監査の実施方

法等については、必要に応じて別に定める。 


